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年額保険料割合
（）は保険料軽減後区分 対象者

第1段階

第2段階

第3段階

第4段階

第5段階

第6段階

第7段階
第8段階

第9段階

第10段階

第11段階
第12段階
第13段階
第14段階
第15段階

・老齢福祉年金受給者で、世帯全員が住民税非課税
・生活保護の受給者
・世帯全員が住民税非課税で、合計所得金額と課税年金
　収入額の合計が80万円以下

世帯主全員が町民税非課税で、所得
指標となる額（※1）が

世帯内に町民税課税者がいるが本人
は非課税で、所得指標となる額（※1）が

本人が町民税課税で、前年の合計所
得金額（地方税法第292条第1項第
13号に規定する合計所得金額から長・
短期譲渡所得等に係る特別控除額な
どを控除した額）が

80万円以上
120万円以下

120万円以上

80万円以下

80万円以上

120万円未満

120万円以上210万円未満

210万円以上250万円未満

250万円以上320万円未満

320万円以上370万円未満

370万円以上420万円未満

420万円以上520万円未満

520万円以上620万円未満

620万円以上720万円未満

720万円以上

32,260円

20,590円

47,360円

33,630円

50,790円
50,450円
61,770円

68,640円
82,360円
89,230円
99,520円
102,960円
113,250円
116,680円
123,550円
130,410円
137,280円
144,140円

0.47

（0.3）

0.69

（0.49）

0.74
（0.735）
0.9

1.0
1.2
1.3
1.45
1.5
1.65
1.7
1.8
1.9
2.0
2.1

■令和6年度からの保険料

（※1）前年の合計所得金額と課税年金収入額の合計から公的年金等に係る雑所得などを控除した額
※第1～第3段階においては、公費投入により保険料が軽減しているが、国の制度改正により、軽減割合が減少

要
介
護（
要
支
援
）者
は
微
増
傾
向

　

高
齢
者
人
口
は
減
少
し
て
い
ま
す
が
、

要
介
護（
要
支
援
）認
定
者
数
は
緩
や
か
に

増
加
し
て
い
き
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
高
齢
者
の
中
で
も
高
齢
化
が

進
ん
で
お
り
、
要
介
護
認
定
率
の
高
い
75

歳
、
85
歳
以
上
の
高
齢
者
の
全
体
に
占
め

る
割
合
が
増
加
し
て
い
く
た
め
で
す
。

　

要
介
護
認
定
率
は
年
齢
に
よ
っ
て
大
き

く
異
な
り
、
65
〜
74
歳
の
高
齢
者
の
要
介

護
認
定
率
は
約
5
・
8
％
、
75
〜
84
歳
の

高
齢
者
は
約
20
・
4
％
、
85
歳
以
上
の
高

齢
者
で
は
約
59
・
1
％
で
あ
り
、
高
齢
者

の
年
齢
構
成
の
変
化
は
要
介
護（
要
支
援
）

者
数
に
大
き
な
影
響
を
与
え
ま
す
。

　

令
和
7
年
に
は『
団
塊
の
世
代
』の
全
て

の
人
が
75
歳
以
上
に
な
る
な
ど
、
当
面
は

要
介
護（
要
支
援
）者
は
減
少
せ
ず
、
緩
や

か
に
増
加
し
て
い
き
ま
す
。

人
口
の
減
少
と
高
齢
化
率
の
増
加

　

介
護
保
険
制
度
は
平
成
12
年
度
か
ら
ス

タ
ー
ト
し
ま
し
た
が
、
制
度
開
始
か
ら
現

在
に
至
る
ま
で
、
人
口
減
少
と
少
子
高
齢

化
が
進
行
し
て
い
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、
平
成
12
年
度
の
厚
岸
町

の
人
口
は
１
万
２
７
０
５
人
、
そ
の
う
ち

65
歳
以
上
の
高
齢
者
は
２
６
０
８
人
、
高

齢
化
率
は
20
・
5
％
で
し
た
が
、
令
和
５

年
度
の
人
口
は
８
４
８
７
人
、
65
歳
以
上

の
高
齢
者
は
３
２
０
９
人
、
高
齢
化
率
は

37
・
8
％
と
な
り
、
制
度
開
始
時
か
ら
高

齢
化
率
は
約
1
・
8
倍
と
な
り
ま
し
た
。

　

高
齢
者
数
は
既
に
減
少
し
て
お
り
ま
す

が
、
少
子
化
や
生
産
年
齢
人
口
（
15
歳
か

ら
64
歳
）
の
減
少
が
高
齢
者
人
口
の
減
少

よ
り
も
早
い
速
度
で
進
行
し
て
い
る
た
め
、

高
齢
化
率
は
増
加
し
続
け
て
い
ま
す
。

今
後
の
人
口
と
要
介
護（
要
支
援
）者

　

少
子
高
齢
化
と
人
口
減
少
は
今
後
も
進

行
し
、
令
和
8
年
度
に
は
人
口
は
７
９
５

９
人
、
65
歳
以
上
の
高
齢
者
は
３
１
４
１

人
と
な
り
、
高
齢
化
率
は
39
・
5
％
ま
で

上
昇
す
る
と
見
込
ん
で
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
人
口
減
少
の
中

で
も
要
介
護（
要
支
援
）認
定
者
数
は
緩
や

か
に
増
加
し
て
推
移
す
る
た
め
、
生
産
年

齢
人
口
が
減
少
す
る
中
で
介
護
サ
ー
ビ
ス

の
需
要
が
増
加
し
て
い
く
こ
と
と
な
り
、

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
担
い
手
不
足
が
よ
り
一

層
深
刻
化
す
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。

　令和6年度から令和8年度までの3年間を計画期間とする新たな第9期厚岸町高齢者保健福祉計画・
介護保険事業計画を策定しました。この計画について、着実に取り組んでいきます。
　令和6年3月に策定したこの計画のうち、介護保険料を中心にその概要をお知らせします。

令
和
６
年
度
か
ら
の
介
護
保
険
料

　

こ
の
よ
う
な
高
齢
者
数
、
要
介
護
（
要

支
援
）
者
数
の
推
計
を
も
と
に
、
こ
れ
か

ら
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
量
を
見
込
み
、
さ
ら

に
今
般
の
賃
上
げ
の
動
き
な
ど
を
反
映
し

た
国
の
介
護
報
酬
引
き
上
げ
の
影
響
も
加

味
し
、
保
険
料
と
し
て
必
要
な
額
を
算
定

し
た
結
果
、
令
和
６
年
度
か
ら
の
３
年
間

で
約
６
億
１
４
０
０
万
円
が
必
要
と
な
り

ま
す
。

　

こ
の
必
要
と
な
る
保
険
料
を
算
出
す
る

に
あ
た
っ
て
は
、
介
護
保
険
を
安
定
的
に

運
営
す
る
た
め
に
積
み
立
て
て
い
た
、
厚

岸
町
介
護
給
付
費
準
備
基
金
の
約
７
３
２

０
万
円
の
う
ち
、
約
５
３
２
０
万
円
を
取

り
崩
し
て
、
保
険
料
の
上
昇
額
抑
制
に
使

用
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
が
、
国
の
介
護

報
酬
の
引
き
上
げ
の
影
響
が
大
き
く
、
今

回
の
介
護
保
険
料
基
準
額
は
前
回
よ
り
も

年
額
で
１
６
８
０
円
引
き
上
げ
と
な
り
６

万
８
６
４
０
円（
月
額
５
７
２
０
円
）と
な

り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
保
険
料
は
本
人
や
世
帯
の
所
得

状
況
な
ど
を
も
と
に
設
定
さ
れ
た
所
得
段

階
に
応
じ
て
決
定
さ
れ
ま
す
。

　

こ
の
所
得
段
階
の
数
に
つ
い
て
、
令
和

５
年
度
ま
で
は
11
段
階
と
し
て
お
り
ま
し

た
が
、
国
が
標
準
と
す
る
所
得
段
階
の
数

が
多
段
階
化
さ
れ
る
制
度
改
正
が
あ
っ
た

こ
と
を
踏
ま
え
、
厚
岸
町
の
令
和
６
年
度

か
ら
の
所
得
段
階
の
数
も
15
段
階
へ
多
段

階
化
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

（各年9月）

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和17年度 令和27年度

高齢化率の推移

人口の推移
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人口の推移

高齢者の推移

令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度令和元年度平成30年度平成29年度平成28年度

3,2343,2343,234 3,2553,2553,2553,2703,2703,2703,2823,2823,282
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9,2429,2429,242 9,0969,0969,0969,4359,4359,435
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（各年9月）

9,692

3,2613,2613,261 3,2783,2783,278

8,9098,9098,909

3,2363,2363,236

8,6518,6518,651

3,2093,2093,209

8,4878,4878,487

■人口と高齢者の推移

■人口と高齢化率の推計

令和3年度 令和4年度 令和5年度

認定率

要介護（要支援）者数
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■要介護（要支援）認定者の推移

●問い合わせ／介護保険問い合わせ／介護保険係（保健福祉総合センター内（保健福祉総合センター内）☎53-333353-3333●問い合わせ／介護保険係（保健福祉総合センター内）☎53-3333

『みんな笑顔で健やかに『みんな笑顔で健やかに
　　　つながり支え合うまち』　　　つながり支え合うまち』を進めますを進めます
『みんな笑顔で健やかに『みんな笑顔で健やかに
　　　つながり支え合うまち』　　　つながり支え合うまち』を進めますを進めます
『みんな笑顔で健やかに
　　　つながり支え合うまち』を進めます


